
別紙２

１．重要な会計方針

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法
・　該当なし

(2)　固定資産の減価償却の方法
・　車輌運搬具、器具及び備品－定額法

(3)　引当金の計上基準
・　該当なし

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度
該当なし

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)　法人本部拠点計算書類（会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
(2)　拠点区分資金収支明細書（別紙3（⑩））は省略している。
(3)　拠点区分事業活動明細書（別紙3（⑪））は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要）

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

器具及び備品 145,584                         39,429                           

計 算 書 類 に 対 す る 注 記（法人本部拠点区分用）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土地（基本財産） -                                  -                                  
建物（基本財産） -                                  -                                  
建物付属設備（基本財産） -                                  -                                  
建物 -                                  -                                  
構築物 -                                  -                                  
機械及び装置 -                                  -                                  
車両運搬具 150,000                         149,999                         1                                  

106,155                         

合計 295,584                         189,428                         106,156                         
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１．重要な会計方針

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法
・　該当なし

(2)　固定資産の減価償却の方法
・　建物、構築物、機械及び装置、車両運搬具、器具及び備品並びにソフトウェア －定額法

(3)　引当金の計上基準
・　賞与引当金－職員の賞与支給に備えるため、支給見込み額の当期負担額を計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)　あすなろの家拠点計算書類（会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
(2)　拠点区分資金収支明細書（別紙3（⑩））

ア　特別養護老人ホームあすなろの家
イ　デイサービスセンターあすなろ
ウ　在宅介護支援センターあすなろ
エ　ショートステイ
オ　指定居宅介護支援事業所
カ　ホームヘルプサービス

(3)　拠点区分事業活動明細書（別紙3（⑪））
ア　特別養護老人ホームあすなろの家
イ　デイサービスセンターあすなろ
ウ　在宅介護支援センターあすなろ
エ　ショートステイ
オ　指定居宅介護支援事業所
カ　ホームヘルプサービス

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

・　退職給付引当金－財団法人静岡県民間社会福祉事業職員共済会による退職金基金資産残高
　　通知書に基づく退職金基金資産残高を退職給付引当金として計上している。

　独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度及び静岡県社会福祉事業共済会の実施する
退職共済制度を採用している。

合計 986,110,158         3,132,000            25,602,756           

25,602,756           

963,639,402         

-                        -                        

当期末残高

土地 232,465,527         232,465,527         
建物 753,644,631         3,132,000            731,173,875         

計 算 書 類 に 対 す る 注 記（あすなろの家拠点区分用）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額
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８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要）

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

合計 1,541,332,121                547,613,046                   993,719,075                   

車両運搬具 23,211,422                    19,411,177                    3,800,245                      
器具及び備品 77,649,960                    58,789,465                    18,860,495                    

構築物 210,000                        122,570                        87,430                          
機械及び装置 7,770,000                      3,048,425                      4,721,575                      

建物 -                                  

当期末残高

土地（基本財産） 232,465,527                   232,465,527                   
建物（基本財産） 1,196,383,452                465,209,577                   731,173,875                   

取得価額 減価償却累計額

有形リース資産 3,641,760                      1,031,832                      2,609,928                      
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１．重要な会計方針

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法
・　該当なし

(2)　固定資産の減価償却の方法
・　建物、並びに器具及び備品 －定額法

(3)　引当金の計上基準
・　賞与引当金－職員の賞与支給に備えるため、支給見込み額の当期負担額を計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)　ケアハウス清水拠点計算書類（会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
(2)　拠点区分資金収支明細書（別紙3（⑩））は省略している。
(3)　拠点区分事業活動明細書（別紙3（⑪））は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要）

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

合計 620,794,473                   204,533,434                   416,261,039                   

車両運搬具 -                                  -                                  
器具及び備品 12,735,102                     7,169,017                      5,566,085                      

構築物 -                                  -                                  
機械及び装置 -                                  -                                  

建物 -                                  -                                  

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 506,394,025                   197,364,417                   309,029,608                   

-                         

土地（基本財産） 101,665,346                   101,665,346                   

101,665,346         

合計 420,721,982         -                         10,027,028           410,694,954         

建物付属設備 -                         

計 算 書 類 に 対 す る 注 記（ケアハウス清水拠点区分用）

・　退職給付引当金－財団法人静岡県民間社会福祉事業職員共済会による退職金基金資産残高
　　通知書に基づく退職金基金資産残高を退職給付引当金として計上している。

　独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度及び静岡県社会福祉事業共済会の実施する
退職共済制度を採用している。

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物 319,056,636         10,027,028           309,029,608         
土地 101,665,346         
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９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし
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１．重要な会計方針

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法
・　該当なし

(2)　固定資産の減価償却の方法
・　建物、構築物、器具及び備品並びにソフトウェア －定額法

(3)　引当金の計上基準
・　賞与引当金－職員の賞与支給に備えるため、支給見込み額の当期負担額を計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分の作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)　風の子保育園拠点計算書類（会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
(2)　拠点区分資金収支明細書（別紙3（⑩））は省略している。
(3)　拠点区分事業活動明細書（別紙3（⑪））は省略している。

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要）

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

合計 250,287,807                   84,562,729                    165,725,078                   

車両運搬具 -                                  
器具及び備品 11,561,614                    10,906,027                    655,587                        

構築物 11,471,900                    5,329,094                      6,142,806                      

当期末残高

土地（基本財産） 14,320,000                    14,320,000                    
建物（基本財産） 212,934,293                   68,327,608                    144,606,685                   

取得価額 減価償却累計額

合計 169,780,320         -                        10,853,635           158,926,685         

建物付属設備 -                        -                        

土地 14,320,000           14,320,000           
建物 155,460,320         10,853,635           144,606,685         

計 算 書 類 に 対 す る 注 記（風の子保育園拠点区分用）

・　退職給付引当金－財団法人静岡県民間社会福祉事業職員共済会による退職金基金資産残高
　　通知書に基づく退職金基金資産残高を退職給付引当金として計上している。

　独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度及び静岡県社会福祉事業共済会の実施する
退職共済制度を採用している。

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
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１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし



別紙２

１．重要な会計方針

(1)　有価証券の評価基準及び評価方法
・　該当なし

(2)　固定資産の減価償却の方法
・　建物、車両運搬具、器具及び備品、ソフトウェア、権利 －定額法
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっている。

(3)　引当金の計上基準
・　賞与引当金－職員の賞与支給に備えるため、支給見込み額の当期負担額を計上している。

２．重要な会計方針の変更
該当なし

３．採用する退職給付制度

４．拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分の作成する計算書類等は以下のとおりになっている。

(1)　心身障がい者施設ともの家拠点計算書類（会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式）
(2)　拠点区分資金収支明細書（別紙3（⑩））

ア　就労継続支援ともの家
イ　生活介護ともの家
ウ　グループホームとも
エ　グループホームＳＵＮ

(3)　拠点区分事業活動明細書（別紙3（⑪））
ア　就労継続支援ともの家
イ　生活介護ともの家
ウ　グループホームとも
エ　グループホームＳＵＮ

５．基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。
（単位：円）

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

７．担保に供している資産

該当なし

合計 239,584,865         690,240               7,475,467             232,799,638         

建物付属設備 27,796,793           3,039,681             24,757,112           

土地 118,300,177         118,300,177         
建物 93,487,895           690,240               4,435,786             89,742,349           

計 算 書 類 に 対 す る 注 記（心身障がい者施設ともの家拠点区分用）

・　退職給付引当金－財団法人静岡県民間社会福祉事業職員共済会による退職金基金資産残高
　　通知書に基づく退職金基金資産残高を退職給付引当金として計上している。

　独立行政法人福祉医療機構の実施する退職共済制度及び静岡県社会福祉事業共済会の実施する
退職共済制度を採用している。

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
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８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要）

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。
（単位：円）

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示している場合は記載不要）

該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

１１．重要な後発事象

該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び
　　　純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

有形リース資産 4,471,200                      1,305,590                      3,165,610                      

合計 327,720,259                   83,994,304                     243,725,955                   

車両運搬具 8,375,505                      6,608,002                      1,767,503                      
器具及び備品 12,591,000                     8,563,242                      4,027,758                      

構築物 1,585,639                      244,932                         1,340,707                      

建物付属設備（基本財産） 38,507,817                     13,750,705                     24,757,112                     
建物 6,031,142                      5,406,403                      624,739                         

当期末残高

土地（基本財産） 118,300,177                   118,300,177                   
建物（基本財産） 137,857,779                   48,115,430                     89,742,349                     

取得価額 減価償却累計額


